
�愛媛県告示第１１１３号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第１項第９号

の規定により、次のとおり福祉用具専門相談員指定講習事業者を指

定した。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

福祉用具専門相談員指定講習
事業者の名称又は氏名

福祉用具専門相談員指定講習
事業者の所在地又は住所 指定年月日

株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田駿河台二
丁目９番地

平成２７年
８月５日

�������
�愛媛県告示第１１１４号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

松山市北条辻１５９６の７

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 解除の理由

公園用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

松山市北条辻１５９６の７

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

公園用地とするため

３� 解除予定保安林の所在場所

松山市北条辻１５９６の７

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

公園用地とするため

�������
�愛媛県告示第１１１５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１８条の２第１項の規定に

より、次のとおり指定構造計算適合性判定機関に構造計算適合性判

定を行わせることとした。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

日本建築検査機構株式会社

東京都中央区日本橋三丁目１３番１１号

２ 業務区域

愛媛県全域

３ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名称 事務所の所在地

構 造 判 定 部 東京都中央区日本橋三丁目１５番６号松木ビル３階

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 福祉用具専門相談員指定講習事業者の指定…………………………………………………………………………………………………………（長寿介護課）…８４４

○ 解除予定保安林…………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…８４４

○ 構造計算適合性判定の委任（２件）…………………………………………………………………………………………………………………（建築住宅課）…８４４

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（中予地方局環境保全課）…８４５

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変更の許可申請の概要…………………………………………（ 〃 ）…８４６

○ 土地改良区役員の住所の変更の届出………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…８４７

○ 道路の区域変更（一般国道４９４号外） ………………………………………………………………………………………（中予地方局久万高原土木事務所）…８４７

○ 道路の供用開始（ 〃 ） ………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…８４８

○ 道路の供用開始（県道長浜中村線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…８４８

公 告

○ 砂利採取業務主任者試験の実施………………………………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…８４８

選挙管理委員会告示

○ 衆議院小選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨の公表……………………………………（選挙管理委員会）…８４８

労働委員会告示

○ あっせん員候補者の公示………………………………………………………………………………………………………………………（労働委員会事務局）…８５０

告 示

毎週（火・金）曜日発行 第２７０５号 平成２７年９月８日

平成２７年９月８日火曜日 第２７０５号

愛 媛 県 報
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４ 行わせることとした構造計算適合性判定の業務

判定を要する全ての建築物に係る判定の業務

５ 行わせることとした構造計算適合性判定の業務の開始の日

平成２７年８月３１日

６ 構造計算適合性判定を行わせることとした日

平成２７年８月３１日

�������
�愛媛県告示第１１１６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１８条の２第１項の規定に

より、次のとおり指定構造計算適合性判定機関に構造計算適合性判

定を行わせることとした。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称及び住所

株式会社グッド・アイズ建築検査機構

東京都新宿区百人町二丁目１６番１５号

２ 業務区域

愛媛県全域

３ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名称 事務所の所在地

新宿本店構造判
定室 東京都新宿区百人町二丁目１６番１５号

４ 行わせることとした構造計算適合性判定の業務

判定を要する全ての建築物に係る判定の業務

５ 行わせることとした構造計算適合性判定の業務の開始の日

平成２７年８月３１日

６ 構造計算適合性判定を行わせることとした日

平成２７年８月３１日

�������
�愛媛県告示第１１１７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県中予保健所及び

松前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２７年９月８日

愛媛県中予保健所長 三 木 優 子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

代表取締役社長 木下孝幸

２ 工場の名称及び所在地

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

３ 特定施設に関する事項

� 湯煮施設�４０

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後１カ月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ６～９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 有 り

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３２０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．４

最大 ３．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６．６

最大 ８．３

� 脱水施設Ｄ

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第３号 ハ脱水施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１．５～２．０�

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 ―

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 ―

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 許可後直ちに

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８～１２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 有 り

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８００

最大 １，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６０

最大 ２００

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第３号 ホ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり３．７５トン

愛 媛 県 報平成２７年９月８日 第２７０５号

８４５
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�愛媛県告示第１１１８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県中予保健所及び松前町役場において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

平成２７年９月８日

愛媛県中予保健所長 三 木 優 子

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

代表取締役社長 木下孝幸

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 ８．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．４

最大 ３．０

４ 汚水等の処理施設に関する事項

設 置 年 月 日 平成１９年１月１８日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理化学処理

処 理 施 設 の 型 式 流動床式活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製 地上設置型

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ４．５メートル 横 ４２メートル
高さ ５．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２７０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理、活性汚泥処理及び凝集沈殿処
理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 有 り

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６００

最大 ８００

通常 １５

最大 ２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

通常 １

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５０

最大 ２７０

通常 ２５０

最大 ２７０

５ 工場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の値

並びに汚水等の１日当たりの量

� 第５排水口（合併浄化槽排水及び冷却水）

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １

最大 ２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３０９

最大 ４１１．３

� 第６排水口（排水処理水及び冷却水）

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６

最大 ７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ９

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７５０

最大 ９２０

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

愛 媛 県 報平成２７年９月８日 第２７０５号
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２ 工場の名称及び所在地

ヤマキフーズ株式会社

伊予郡松前町大字大間２３５番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号。）別表第１第

３号イ、ハ、ニ及びホ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造、特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法

及び排出水の量の変更

５ 特定施設に関する事項

脱水施設

変 更 前 変 更 後

特定施設番号及
び名称 脱水施設Ｂ（５基で構成）

脱水施設Ｂ
（３基で構
成）

脱水施設Ｄ
（２基で構
成）

汚水等の１日当
たりの量（単位
立方メートル）

通常 ２．４

最大 ３．０

通常 ２．４

最大 ３．０

通常 ２．４

最大 ３．０

６ 汚水等の処理施設に関する事項

排水処理施設

変 更 前 変 更 後

処理前 処理後 処理前 処理後

汚水等の１日当
たりの量（単位
立方メートル）

通常２４１．０

最大２５８．７

通常２４１．０

最大 ２５８．７

通常２５０．０

最大 ２７０．０

通常２５０．０

最大 ２７０．０

７ 工場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の値

並びに汚水等の１日当たりの量

第６排水口（排水処理水及び冷却水）

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当
たりの量（単位
立方メートル）

通常 ７４１．０

最大 ９０８．７

通常 ７５０．０

最大 ９２０．０

備考 この他に、第５排水口（合併浄化槽排水及び冷却水）及び６箇所の雨
水排水口がある。

�������
�愛媛県告示第１１１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

石手川北部土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨の届

出があった。

平成２７年９月８日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

理 事 乗 松 政 文 松山市福角町甲２２８番
地

松山市福角町甲２２８番
地３

�愛媛県告示第１１２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号

上浮穴郡久万高原町東川４３番から

同町東川１５１２番まで
旧 ４．０～７３．３ ０．１３２

上浮穴郡久万高原町東川４３番１地先から

同町東川１５１２番地先まで
新 ４．０～９３．３ ０．１３２

一 般 国 道 ４９４号

上浮穴郡久万高原町東川４３番から

同町東川１５１２番まで
旧 ３．８～７．９ ０．２１０

上浮穴郡久万高原町東川４３番１地先から

同町東川１５１２番地先まで
新 ３．８～１３．１ ０．２１０

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町東川４番２地先から

同町東川３２番１地先まで

旧 １０．９～４１．２ ０．１０８

新 ８．７～４１．４ ０．１０８

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町東川４番２地先から

同町東川３２番１地先まで

旧 ３．８～７．９ ０．１０９

新 ３．８～１０．４ ０．１０９

��������������
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�愛媛県告示第１１２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

平成２７年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

平成２７年９月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第一別館１１階会議室）

２ 試験の日時

平成２７年１１月１３日（金）１０時

３ 受験願書の提出期間

平成２７年１０月７日（水）から１６日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方

局建設部若しくは土木事務所

�愛媛県選挙管理委員会告示第７３号

平成２６年１２月１４日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成２７年９月８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成２６年１２月１４日執行

衆議院小選挙区選出議員選挙

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町東川４３番１地先から

同町東川１５１２番地先まで
平成２７年９月８日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町東川４３番１地先から

同町東川１５１２番地先まで
〃

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町東川４番２地先から

同町東川３２番１地先まで
〃

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町東川４番２地先から

同町東川３２番１地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線 大洲市長浜町下須戒甲６４２番４ 平成２７年９月８日

選挙管理委員会告示

公 告

��������������
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愛媛県第２区 ２５，０６１，８００円

３ 報告書の要旨

� 愛媛県第２区

候 補 者 氏 名 村 上 誠一郎 候補者届出政党 自 由 民 主 党
平成２７年２月４日から

期 間 第４回分
平成２７年４月１５日まで

出納責任者氏名 清 水 等

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ７６，６８０ （０）

０円 選挙事務所費 ７６，６８０ （０）

集合会場費 ０ （０）

通信費 ０ （０）

交通費 ０ （０）

印刷費 ０ （０）

広告費 ０ （０）

文具費 ０ （０）

食糧費 ０ （０）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （０）

その他の収入 ０ 雑費 ０ （０）

今 回 計 ０ 今 回 計 ７６，６８０ （０）

総 計 ８，０００，０００ 総 計 ８，４８４，１０２ （０）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額 ポスターの作成 １，１３９，７８８円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２０，３２８円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ２，５８０，６１３円

報告書受理年 月 日 平成２７年４月２０日 第 ４ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 横 山 博 幸 候補者届出政党 維 新 の 党
平成２６年１２月３０日から

期 間 第２回分
平成２７年３月２６日まで

出納責任者氏名 倉 本 恭 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ３３６，４５０ （０）

０円 選挙事務所費 ３３６，４５０ （０）
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�愛媛県労働委員会告示第４号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

平成２７年９月８日

愛媛県労働委員会

会 長 山 下 泰 史

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

集合会場費 ０ （０）

通信費 ０ （０）

交通費 ０ （０）

印刷費 ４７，３００ （０）

広告費 １０７，１２０ （０）

文具費 ０ （０）

食糧費 ０ （０）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （０）

その他の収入 ０ 雑費 ０ （０）

今 回 計 ０ 今 回 計 ４９０，８７０ （０）

総 計 ５，９００，０００ 総 計 ４，９３９，４３９ （０）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額 ポスターの作成 ７４７，５００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２０，３２８円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 １，９９５，２２０円

報告書受理年 月 日 平成２７年３月２８日 第 ２ 回 報 告 分

労働委員会告示

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

山 下 泰 史 愛媛県労働委員会会長
弁護士 ３４～４２期 平成２７年８月３１日

大 野 圭 介 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４２期 〃

村 田 毅 之 愛媛県労働委員会委員
松山大学法学部教授

３５期
３９期～４２期 〃

横 本 恭 弘 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ４２期 〃

小 田 敬 美 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授 ４２期 〃

砂 田 篤 志 愛媛県労働委員会委員
愛媛県私鉄労働組合連合会副会長 ４０～４２期 〃
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若 宮 強 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・自治労愛媛県本部執行委員長 ４０～４２期 〃

筒 井 克 巳 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・ＵＡゼンセン愛媛県支部長 ４１～４２期 〃

杉 本 宗 之 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛会長 ４１～４２期 〃

菊 池 順 子 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛女性委員会副委員長 ４２期 〃

仙 波 誉 子 愛媛県労働委員会委員
株式会社岩本商会代表取締役社長 ３７～４２期 〃

黒 田 周 子 愛媛県労働委員会委員
今治コミュニティ放送株式会社代表取締役社長 ３８～４２期 〃

伊勢家 勝 正 愛媛県労働委員会委員
株式会社伊勢屋商店代表取締役社長 ４０～４２期 〃

今 井 基 博 愛媛県労働委員会委員
住友共同電力株式会社取締役 ３８・４２期 〃

大 西 宏 昭 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ４２期 〃

大 西 章 博 愛媛県労働委員会事務局長 ― 平成２６年４月１日

八 塚 洋 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 平成２７年４月１日

谷 本 克 彦 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 平成２５年４月１日

平成２７年９月８日 発行
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